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計画策定の背景と趣旨

国は、こども施策の基本理念や基本事項を明らかにすることにより、こども施策を社会
全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法として、令和4年に「こども
基本法」を制定し、同年12月には、「こども基本法」に基づき、こども政策を総合的に
推進するための政府全体の基本的な方針等を定める「こども大綱」を閣議決定しました。
市町村は「こども基本法」に基づき「こども大綱」及び「都道府県こども計画」を勘案し
て「市町村こども計画」を策定するよう努めることとされています。

本市においても「こども大綱」の理念に基づき、「すべてのこども・若者が身体的・精
神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会」の実現を目指し、こども施策を総合
的に推進するために「小千谷市こども計画」を策定するものです。

計画の位置づけ

本計画は、第2期子ども・子育て支援事業計画の考え方や成果を継承するとともに、
「こども基本法」第10条の規定により、「市町村子ども・若者計画」及び「市町村こど
もの貧困解消に向けた対策についての計画」を一体的に策定するものです。

また、本市全体のこども施策を総合的に進めるため、上位計画である「小千谷市総合計
画」をはじめ、その他関連計画との整合、連携を図ります。

計画の期間

本計画の期間は、令和7年度から令和11年度までの5年間とします。

図表1　策定の根拠法令と他計画との関係  

小千谷市総合計画、小千谷市総合戦略 

小千谷市 
こども計画  

・子ども・若者計画 
・こどもの貧困解消に
向けた対策につい
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・次世代育成支援対策
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・子ども・子育て支援
事業計画 

•小千谷市教育行政大綱 
•小千谷市健康増進計
画・小千谷市食育推進
計画・小千谷市歯科保
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•小千谷市障がい者計
画・障がい福祉計画・ 
障がい児福祉計画 
•おぢや男女共同参画 
基本計画 
•小千谷市人権教育・ 
啓発推進計画 

など 

•こども基本法 
•子ども・若者育成支援推進法 
•こどもの貧困の解消に向けた対策 
の推進に関する法律 
•次世代育成支援対策推進法 
•子ども・子育て支援法 

など 

国（法令等） 

小千谷市 

•新潟県こども条例 
•新潟県こども計画 

など 

新潟県 
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本計画の対象である「こども」「若者」について

こども基本法は、社会全体でこども施策に取り組み、総合的に推進することとしてお
り、「こども」を「心身の発達の過程にある者」と定めています。

これを踏まえ、本計画では18歳未満までの者を「こども」、思春期（15歳程度）以上
の者を「若者」、両者をあわせて指す場合は「こども・若者」とします。

人口動態

本市の0歳～39歳の人口は、平成26年の14,124人から令和6年には10,239人と減少が
続いています。

合計特殊出生率は、平成30年は1.67でしたが、令和4年には1.44となっています。
国、新潟県と比較すると、平成28年、平成29年は下回ったものの、平成30年以降は上

回っています。

図表2　「こども」「若者」のイメージ

乳幼児 小中学生

こども 若者

18歳 39歳

高校生 専門学生・大学生・就労者など就学前

図表3　0 歳～ 39 歳人口の推移　出典：住民基本台帳（各年 4 月 1 日）
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図表4　合計特殊出生率の推移　出典：新潟県福祉保健年報
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基本理念

本市では、すべてのこどもが、子育て当事者や地域の人々などの愛情により育まれ、ひ
とりの人間として日々笑顔で成長する環境づくりを目指しています。また、すべての子育
て当事者が喜びを感じながら、安心して子育てできるよう、行政や地域社会全体で支援し
ます。

このことを踏まえ、本計画の基本理念を以下の通りとします。

 基本方針

 基本理念及びこども大綱を念頭に、本計画の基本方針を下記のとおり設定します。
（1）こども・若者、子育て当事者の権利と視点を尊重し、施策を実行します。
（2）こども・若者を誰一人取り残さず、切れ目のない支援を行います。
（3）地域全体で健やかな成育環境を保ち、こども・若者の活躍を支援します。

 施策体系

すべてのこどもが健やかで自分らしくかがやき
笑顔あふれるまち　おぢや

基本理念 重要事項 方向性 

成長過程を 
通した 
重要事項 

こどもの誕生前から乳幼児期まで 

学童期・思春期 

子育て当事
者への支援
に関する 
重要事項 

青年期 

こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等 

多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり 

こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供 

こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組 

子育てや教育に関する経済的負担の軽減 

地域子育て支援、家庭教育支援 

共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な
参画促進・拡大 

ひとり親家庭への支援 

配慮が必要なこども・若者への支援 

成長過程別
の重要事項 

基本方針 
（
３
）
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成果指標

基本理念の達成状況を評価するために、成果指標を設定します。なお、次回の子育て支
援ニーズ調査等は令和10年度の実施を予定しているため、成果指標に対する達成度は令
和10年度に測定します。

指標名 基準値 目標値 出典

全体 安心して子どもを産み育てられるよ
う「子育て環境の充実」に対する達

30.2％
（令和6年度）

35.0％
（令和11年度） 市民意向調査

こども

「今の自分が好きだ」と思うこども
の割合

61.9％
（令和5年度）

67.0％
（令和10年度）

生活実態調査
（こども本人票）

「自分の親（保護者）から愛されてい
ると思う」こどもの割合

88.9％
（令和5年度）

89.0％
（令和10年度）

生活実態調査
（こども本人票）

「うまくいくかわからないことにも
がんばって取り組む」と思うこども

80.9％
（令和5年度）

81.0％
（令和10年度）

生活実態調査
（こども本人票）

若者

「自分のことが好きだ」と思う若者
の割合

56.3％
（令和5年度）

61.0％
（令和10年度）

子ども・
若者調査

「自分が友だちや親など周りの人の
役に立っている」と思う若者の割合

60.0％
（令和5年度）

61.0％
（令和10年度）

子ども・
若者調査

「将来に不安を感じている」若者の
割合

71.5％
（令和5年度）

減少
（令和10年度）

子ども・
若者調査

子育て
当事者

生活困難度（貧困層の割合） 8.1％
（令和5年度）

減少
（令和10年度）

生活実態調査
（保護者票）

「自分は価値のある人間だと思う」
子育て当事者の割合

58.7％
（令和5年度）

63.0％
（令和10年度）

生活実態調査
（保護者票）

「自分には良いところがある」と思う
子育て当事者の割合

74.1％
（令和5年度）

増加
（令和10年度）

生活実態調査
（保護者票）

「自分は社会や人の役に立ってい
る」と思う子育て当事者の割合

69.1％
（令和5年度）

増加
（令和10年度）

生活実態調査
（保護者票）

※ こども大綱に示された目標や内閣府等が実施した類似調査結果等を踏まえて、目標値を
設定しています。内閣府等の調査結果よりも、本市の基準値が高い場合は同程度を維持
します。類似調査結果がない場合は、方向性を示しました。
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施策の展開

1. 成長過程を通した重要事項

❶こども・若者が権利の主体であることの社会全体での共有等
○ 市民や市内の事業所などに対して、こども・若者の権利に

ついて広報・啓発をし、こども・若者、子育て当事者に
やさしいまちの実現に向けた市全体の意識づくりを推進
します。

○ 学校教育を通じて、こどもに対して、自身が権利の主体で
あることを伝えていきます。

主な取組

● 第２次小千谷市人権教育・啓発
推進計画に基づく人権啓発事業

● 学校教育における人権教育の
推進

❷多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり

○  こどもが活躍の幅を広げるための教育や機会を提供すると
ともに、男女共同参画の推進や性の多様性に関する知識を
啓発します。

○  こどもまんなかまちづくりに向けて、地域の住民や学校、
関係団体等と連携し、各種活動等を推進します。

主な取組

●   第 5 次おぢや男女共同参画プラ
ンに基づく男女共同参画事業

● 特色ある教育活動
（おりなす教育）

● 子どもの遊び場作り支援事業
（地域子育て創生事業）

❸こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供
○  こども・若者が適切な意思決定や行動選択ができるよう、

健康や性に関する正しい知識の普及・啓発を図ります。

○ 慢性疾病・難病を抱えるこども・若者への支援や各種相談
対応、情報提供を行います。

主な取組

●   学童思春期保健連絡会

● 障がい福祉サービス事業等、
障がい者（児）相談支援事業

❹配慮が必要なこども・若者への支援
○  こども家庭センターを中心とした必要な支援につなげる体

制を構築します。

○  養育上支援を必要とする妊婦や乳幼児家庭、貧困状態にあ
るこどもやヤングケアラーとその世帯を早期に発見し、支
援につなげます。

○  障がい児のいる家庭の経済的負担軽減を図ります。

主な取組

●   こども家庭センターの設置に
よる相談窓口の確保

● 障がい児通所支援事業・障がい
者相談支援事業
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❺こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組
○ 学校での授業を通じて自殺予防に取り組みます。

○ こどもの安全を確保し、こどもがすこやかに育つことがで
きる環境をつくります。

主な取組

● 学校での自殺予防教育の実施
● 地域の見守り事業

2. 成長過程別の重要事項

❶こどもの誕生前から幼児期まで

○  妊娠期からの切れ目のない支援を実現させるため、産前産
後における妊産婦等への支援内容を充実させるとともに、
地域全体でこどもを育てる支援環境を整備し、事業の周知
に努めます。

主な取組

●   不妊不育治療費助成事業

●   産後ケア事業

●   わんパーク相談事業

●   乳児等通園支援事業

❷学童期・思春期
○  こどもの生きる力を育むために、学校・家庭・地域が一体

となって学校教育や社会教育に取り組みます。

○ 放課後児童クラブなど、こどもたちの状況に応じた安全な
居場所づくりに努めます。

○ こどもの社会的・職業的自立に必要な能力、情報を正しく
収集し、活用・発信する力を育みます。

○ 学校生活に不安や悩みを抱えているこどもの状況に応じた
支援を行います。

主な取組

●   学校における道徳教育の推進

●   多様な学びの場の確保に向けた
取組

●   放課後児童クラブ

●   おぢやしごと未来塾

●   教育相談員配置

❸青年期

○  高等教育機関への就学支援や就労支援を行い、夢や希望の
実現と社会的・職業的な自立を促します。

○ 結婚を希望する若者に対する支援を行います。

○ 悩みや不安を抱える若者やその家族の早期解決につながる
ように、相談支援を充実します。

主な取組

●   小千谷奨学会による奨学金貸与

●   長岡地域若者サポートステー
ションにおける支援

●   ときめきめぐりあい推進事業

●   ひきこもり当事者の居場所開設
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3. 子育て当事者への支援に関する重要事項

❶子育てや教育に関する経済的負担の軽減

○ 子育てや教育に関する経済的負担を軽減します。
主な取組

● 子ども医療費助成

❷地域子育て支援、家庭教育支援

○  平日の定期的な教育・保育事業の利用意向に対応できるよ
うな体制整備を行います。

○ 子育て当事者の孤立化を防ぎ、家庭だけでなく、地域で子
育てを支援できる体制の充実を図ります。

主な取組

●   乳児保育事業

●   ファミリー･サポート･センター
事業

●   一時預かり事業

❸共働き・共育ての推進、男性の家事・子育てへの主体的な参画促進・拡大
○  男女共に働きやすく、仕事と家庭の両立ができるよう職場

環境の整備を行い、子育て支援の取組を進める企業を増加
させるために支援します。

主な取組

●   （仮称）男女共同参画推進企業
認定奨励金

❹ひとり親家庭への支援
○  ひとり親世帯に寄り添った相談支援を行い、生活支援、経

済的支援、養育費確保、就労支援等の最適な支援につなげ
ることにより、ひとり親世帯の経済的自立や安定した生活
の実現を図ります。

主な取組

●   保育サービス料金負担軽減事業

  計画の推進体制

 こども・若者支援にかかる様々な施策を円滑に実施していくために、健康・子育て応
援課が中心となり庁内関係部署、関係機関、関連団体などと相互に連携・協力します。

また、市民をはじめ地域、団体、企業、学校、行政がそれぞれの役割の中で、その能力
を最大限に発揮し、対等な立場で共に協力して課題の解決に取り組む「協働」の視点を踏
まえて施策や事業を推進します。

発行日　令和７年３月
発行者　小千谷市　健康・子育て応援課
住　所　〒947-0028　新潟県小千谷市城内4丁目1番38号
ＴＥＬ　0258-83-3640
ＦＡＸ　0258-82-8964
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